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 第２章 協働・文化・人権 

 市民が学び、市民が活躍できるまち 
 

 

 

  

江戸時代から続く日光への道 

（加須市 川島樹様） 

幸手で好きな風景 

（幸手桜高等学校 高橋晴菜様） 

雨上がりの花 

（幸手桜高等学校 鶴岡舞桜様） 

幸手を感じるデザイン 

（加須市 坪井栞菜様） 

※「幸手のしあわせ写真」にご応募いただいた写真を掲載しています。 
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第１節 市民との協働の推進 

 

 

 ［施策の目的］ 

・市民と行政が共通の目的意識をもって連携することで、協働体制が確立されたまちづく

りを推進すること。 

 

 

 現況と課題  
 

・市民が地域の課題を地域で考え行動していくことや、市民と行政が対等な関係を保ち、それぞれの

役割を分担しながら、協力・連携する「市民協働」によるまちづくりを推進することが求められていま

す。 

・地域行政の拠点として、市内の各公民館に地区市民センターを設置していますが、市民活動に関す

る支援、相談機能を充実して、地域づくりを支えることが求められています。 

・協働を推進していくための市民活動団体や人材の育成が課題であることから、引き続き協働に関す

る考え方の周知を行っていくことが必要です。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①住民や市民活動団体など市民との協働事業の件数 
[住民や市民活動団体など市民との協働事業を行った年間件数] 

２４６件 ２８０件 
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 施策の内容  

 

１ 協働体制の整備 
 協働の主体となる各団体の高齢化や担い手不足に対して、新たな人材の確保を支援します。 

 協働に対する理解と先進事例や知識の習得、情報共有を図り、協働によるまちづくりを推進します。 

 市政運営のさまざまな場面における市民参加の拡充に努めるとともに、市民が積極的な地域活動を

行えるよう情報提供します。 

 

２ まちづくり活動の支援 
 地区市民センターでは、地域の市民活動に関する情報収集と発信、相談機能の充実、地域づくりの

支援を行います。 

 自治会などの地縁団体やＮＰＯ法人と連携し、協働による事業を推進します。 

 

３ 連携によるまちづくり 
 入間市との連携交流協定をはじめ、日本工業大学、日本保健医療大学、県立幸手桜高等学校との

包括的連携協定、民間企業との連携協力などをいかし、地域振興、観光、教育、防災などのあらゆる

分野において、市民と行政が協働してまちづくりを推進します。 

 

≪関連する計画≫ 

 幸手市協働のまちづくり指針 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・協働している各団体において、新たな人材の確保に取り組みます。 

・自分たちのまちをよりよくするための共通目標や、地域の問題解決に向けて協力し合う意識

を持ち、協働に取り組みます。 

行 政 

・地区市民センターを通じて、地域活動の支援やＮＰＯ法人との連携を図ります。 

・情報提供に努めるとともに、活動場所を提供するなど、まちづくりにおける課題の発見と解決

に向けた取組を支援します。 
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第２節 コミュニティ活動の支援 

 

 

 ［施策の目的］ 

・市民によるコミュニティ活動を活発化すること。 

・市民活動団体間の連携を促進するとともに、地域の問題に取り組む主体を増やし、自治

意識の高揚を図ること。 

 

 

 現況と課題  
 

・少子高齢化の進行や価値観・ライフスタイルの多様化に加え、自治会加入率の低下などにより、地

域コミュニティの希薄化および地域の活動を支える担い手不足が課題となっています。その一方で、

防災、防犯、環境、福祉分野などで地域での助け合いが必要な場面がより増加することが見込まれ

るため、地域コミュニティの強化が求められています。 

・自治会など地域団体５８団体が加盟する「幸手市コミュニティづくり推進協議会」を中心に各種活

動を行っていますが、構成員の高齢化が進んでいるため、新たな人材の確保や若者が参加できる活

動が必要です。 

・今後も引き続き、地域活動に対する市民の関心を高めるため、地域コミュニティの活性化や啓発活

動が必要です。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①クリーン作戦＊（大島新田・行幸湖）の参加人数★ 
[１回当たり参加人数（平均値）] 

５６５人 ６５０人 
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 施策の内容  

 

１ コミュニティ活動の推進 
 市民まつりやクリーン作戦などの実施、地域活動の支援などを通して、地域コミュニティの普及啓発、

活動の活性化を促進します。 

 区長会の役員会や研修会などの実施への協力をはじめ、コミュニティ活動が主体的かつ活発に行わ

れるよう支援します。 

 地域住民のコミュニティ活動の拠点であるコミュニティセンターの施設管理に指定管理者制度＊を活

用して効率化を図ります。 

 

２ コミュニティ意識の醸成 
 地域コミュニティの主体となる自治会・町内会組織などが実施する自主的な活動に対する支援の充

実に取り組み、コミュニティへの参加意欲を高めます。 

 各団体がコミュニティ活動に参加し、連携する機会を継続してつくることにより、コミュニティ意識の向

上を目指します。 

 市民まつりなどを通じて、市民全体の連帯感の醸成を図るとともに、自分たちの地域は自分たちでつ

くるという自治意識の高揚を図ります。 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・地域コミュニティの必要性を理解し、積極的に地域活動に参加します。 

・自治意識をもって、地域課題の解決に取り組みます。 

行 政 
・各コミュニティ協議会参加団体が集まる場を設け、団体同士の交流を図ります。 

・市民が中心となり地域で行うコミュニティ活動を支援します。 

 

 
■市民まつり 
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第３節 社会教育の充実 

 

 

 ［施策の目的］ 

・一人ひとりが生きがいを持ち、健康で文化的な生活を送ることができるようにすること。 

・一人ひとりが未来を担う人として、学び成長できる社会教育環境を充実させること。 

 

 

 現況と課題  
 

・各公民館で講座を行い、市民に多様な学習機会を提供していますが、それに加え、学習した成果の

発表や習得した知識や技能を地域でいかせる機会の充実が求められています。 

・コミュニティセンター、公民館や図書館などの社会教育施設、市民文化体育館や武道館、野球場な

どのスポーツ・レクリエーション系施設の老朽化が課題となっています。 

・体育施設や図書館などの施設管理については、指定管理者制度の活用や適正な改修と維持管理

を計画的に行うことで市民サービス向上と効率的な運営を図っています。 

・市民の学習意欲に応えるために、指導者や文化芸術活動に取り組む市民や市民活動団体への支

援が求められています。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①公民館および体育施設の利用率 
[各年における施設の稼働時間に対する利用時間割合] 

４４％ ５０％ 

②市民一人当たりの年間図書貸出冊数 
[市民一人当たり年間図書貸出冊数（２２１，９００冊）/住民基本台帳

人口（令和４年（２０２２年）４月１日）] 
４．５冊 ６．０冊 
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 施策の内容  

 

１ 生涯学習の総合的推進 
 市民が生涯学習に取り組みやすい環境整備を進めるとともに、学習した成果を地域に還元する機会

や情報の提供を行います。 

 市民の生涯学習を支援するため、さまざまな分野の指導者登録制度「さって市民生きがい教授＊」の

充実とその活用促進を図ります。 

 公民館や図書館では、さまざまな世代を対象にした講座を開催し、市民への多様な学習機会の提供

に努めます。また、公民館では、自治会などと連携し、地域の特徴をいかした取組を行います。 

 「幸手市子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動の充実と環境の整備に努めます。 

 

２ 健康の増進と生涯スポーツ・レクリエーションの振興 
 スポーツ・レクリエーションを通じた健康づくりを推進するため、多くの市民が参加できるよう、市民

ニーズを取り入れた教室などの充実を図ります。 

 スポーツ推進委員と連携し、地域やスポーツ団体などの活動を支援します。 

 

３ 社会教育施設や体育施設の整備・充実 
 公民館や図書館を生涯学習活動の拠点とし、市民の多種多様な自主的学習の要求に応えるため、

施設の整備、講座の充実および情報の提供を図ります。 

 「幸手市公共施設等総合管理計画」などに基づき、老朽化した施設の改修、適切な維持管理を行い

ます。 

 市内外から多くの利用者が集まる市民文化体育館において、駐車場などの整備を進め、快適な利用

の促進を図ります。 

 市民サービスの向上のため、図書館や市民文化体育館などの施設管理に指定管理者制度を活用し

効率化を図ります。 

 

４ 社会教育団体の育成 
 社会教育団体の育成と活性化を図ります。 

 新たな指導者やリーダーとなる人材の育成に努めます。 

 

５ 文化芸術活動の振興 
 市民の文化芸術活動を振興するため文化祭を行い、文化芸術を通じて、さまざまな世代の市民が交

流できる場の提供や情報の発信を行います。 

 ランチタイムコンサートの実施や幸手駅東西自由通路での作品展示など、市民の文化芸術活動の場

を提供します。 
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≪関連する計画≫ 

 幸手市子ども読書活動推進計画 

 幸手市公共施設等総合管理計画 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・スポーツ・文化・趣味・ボランティアなどの地域活動に積極的に参加します。 

・豊かな生活を送るため、趣味やスポーツ、文化活動を実践します。 

行 政 
・市民が主体的に行う学習や文化芸術・スポーツ活動を支援します。 

・市民がスポーツ・文化を楽しめる環境を整備します。 

 

 
■ランチタイムコンサート 

 

■ステーションギャラリー（幸手駅東西自由通路） 
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 第４節 歴史・伝統文化の継承と活用 

 

 

 ［施策の目的］ 

・文化財や歴史資料の保護・活用を図るとともに、その魅力を発信すること。 

・歴史・文化を理解し、郷土愛を深め、市に誇りを持ってもらうこと。 

 

 

 現況と課題  
 

・令和４年（２０２２年）４月現在、市指定文化財が３３件、県指定文化財が１件、国登録有形文化財が

１件と、数多くの歴史的な文化財があります。 

・海の記憶を伝える槙野地地区の遺跡をはじめ、旧河川沿いに発達した小高い自然堤防上には平将

門や一色氏にちなんだ中世の文化財、さらに近世の日光街道幸手宿や県営権現堂公園、近代の白

木綿や生糸の産業遺産のほか、地域で守り継がれる伝統的な祭りや行事、３人の本因坊を代表する

幸手出身の人物や古民家・歴史的建造物など、幸手の歴史と文化を物語る固有の地域資源があり

ます。 

・市内に所在する文化財は、市固有の地域資源としての価値が見直され、活用されています。それに

伴い、市民の歴史や文化に対する学習意欲が高まってきています。 

・少子高齢化やコミュニティが変化する中で、祭りや伝統行事を伝える後継者の育成が課題となって

います。 

・まちの優れた文化財をはじめ歴史や文化の魅力を内外に情報発信していくことが必要です。 

・郷土資料館を社会教育の拠点の一つとし、多くの人がまちの歴史と文化を学び、郷土の振興が図

れるよう、市民から愛され親しまれる公共施設として工夫を凝らした事業を効果的、継続的に実施し

ていく必要があります。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①郷土資料館の市民ボランティアへの参加により、生きがい

を持つことができた市民の割合 
[ボランティアに参加して満足と回答した参加者の割合「幸手市郷土資料

館市民ボランティア満足度調査」] 

８２％ ９０％ 

②文化財の指定件数 
[市指定文化財の累計指定件数] 

３３件 ３８件 
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 施策の内容  

 

１ 文化財の保護と活用 
 市固有の各種文化財を保護・活用するため、「文化財保存活用地域計画」の策定に向けた検討を進

めます。 

 市指定文化財を次世代に継承していくため、文化財・伝統文化の適切な保存・管理を進めるとともに、

後継者育成を推進します。 

 文化財を地域資源として活用するため、まちの歴史や文化財に関する情報やさまざまな取組を効果

的に発信し、市民の文化財愛護意識を高め、郷土愛の醸成を図ります。 

 

２ 文化財の調査と研究 
 文化財を総合的に把握するための調査・研究を行うとともに、その成果をまとめた刊行物の発行を行

います。 

 埋蔵文化財の保護に努め、必要に応じて記録保存のため発掘調査を行います。 

 

３ 郷土資料館の活用と充実 
 市固有の歴史と文化を物語る資料の収集、調査研究、保存管理、展示公開、普及活用を行います。 

 旧吉田中学校木造校舎を保護・活用し、民具資料の収蔵・展示・公開を行います。 

 社会教育の拠点として市民が郷土の歴史と文化への理解を深められるよう、歴史講座や展示会など

の開催を行います。 

 体験学習や古文書整理などに携わる資料館ボランティアの養成を行います。 

 市史編さんの視点から、情報の台帳化を行います。 

 市固有の歴史と文化にかかわる地域資源情報の提供を行います。 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・文化財を大切に守り、後世に伝えるため保護活動を行います。 

・文化財や資料館資料を活用して地域学習に取り組みます。 

・文化財を地域資源として活用し、魅力あるまちづくりを行います。 

行 政 

・文化財を大切に守り、後世に伝えるため人材育成を行います。 

・地域の文化財や歴史について、情報発信を行います。 

・市民が生きがいを感じられるよう、ひとづくりを行い、ボランティア活動の場を提供します。 
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 第５節 人権尊重意識の高揚 

 

 

 ［施策の目的］ 

・一人ひとりが人権に対する意識を高く持つようにすること。 

・だれもが差別を受けることのない暮らしやすい社会を実現すること。 

 

 

 現況と課題  
 

・平成２８年（２０１６年）に、部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会の実現を目的として、「部

落差別の解消の推進に関する法律」が公布・施行されました。また、同年に施行された「障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律」が令和３年（２０２１年）に改正され、民間の事業者の「努力

義務」とされていた合理的配慮の提供が、国や地方公共団体などと同様に「義務」（法的義務）とさ

れています。 

・県においては、令和４年（２０２２年）７月に「埼玉県部落差別の解消の推進に関する条例」が施行さ

れています。 

・さまざまな人権問題解決に向け、正しい理解と認識の定着を図るべく、各種研修会などや催し物、さ

らには広報紙、人権啓発物品を通じて人権意識の啓発を推進しています。しかし、依然として差別事

象が発生している部落差別、学校でのいじめ、インターネットへの悪質な書き込み、障がい者や女性

への差別などが社会問題となっています。 

・今後も、すべての人々が個人として尊重され、共存し得る平和で豊かな社会の実現に向け、啓発活

動などの効果的な事業を継続的に実施していくことが必要です。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①人権講演会、研修会などに参加した人数 
[市が主催する人権講演会、研修会などに参加した人数の年間累計] 

６３９人 ８００人 
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 施策の内容  

 

１ 啓発活動の推進 
 広報紙などを通じて周知・啓発活動を推進します。 

 研修会などの開催や人権啓発物品の配布などにより、市民の人権意識の高揚を推進します。 

 

２ 人権相談活動の充実 
 いじめや差別、嫌がらせなどで悩んでいる市民の人権を擁護するため、相談体制の充実を図ります。 

 人権相談を担当する人権擁護委員に対して、相談業務の向上を図るため、各種研修会などへの参

加を促進します。 

 

３ 人権・同和教育の充実 
 家庭、地域、学校、職場など、あらゆる場での各種研修会などの実施を通じて、より一層人権教育を

推進します。 

 

４ 市民活動の支援 
 人権問題解決に向けて取り組む市民活動に対して、適切な支援を継続します。 

 

５ 生活環境の充実 
 道路など生活環境基盤整備の充実が必要な地域については、地域の意見などを踏まえ、生活環境

の改善を進めます。 

 

≪関連する計画≫ 

 幸手市部落差別を解消するための行政の基本方針 

 幸手市部落差別を解消するための同和教育の基本方針 

 幸手市人権施策推進指針 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・身近な人の人権を大切にする意識を持ち、人権問題への理解と知識を深めます。 

・あらゆる差別や偏見に対して、その過ちや悪い点を指摘し、改めるよう行動をとります。 

・人権問題解決に向けて市民活動を行います。 

行 政 
・職員一人ひとりが、人権問題に対する正しい理解と知識を深め、市民に対して啓発活動を行

います。 
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 第６節 男女共同参画の推進 

 

 

 ［施策の目的］ 

・男女があらゆる分野で対等な立場で活動できること。 

 

 

 現況と課題  
 

・女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで魅力ある社会の実現を図るため、平成２８年（２０１

６年）に公布・施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が令和４年（２０２２

年）に改正され、企業の取組の充実をさらに促進するものとしています。市では「幸手市役所女性職

員活躍推進計画」を策定し、市長を中心にイクボス宣言＊を行うなどさまざまな施策を実施してきまし

た。今後は一層の、女性職員が活躍できる環境、働きやすい環境の実現に向けた取組の推進が求め

られています。 

・男女共同参画社会の実現に寄与することを目的として「幸手市男女共同参画を推進する条例」を

平成２９年（２０１７年）６月に施行しました。また、同条例の第１０条第１項に基づく「男女共同参画の

推進に関する行動計画」、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第６条第２項に基づ

く「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画」、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」第２条の３第３項に基づく「配偶者からの暴力の防止および

被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」を含めた「幸手市男女共同参画プラ

ン」を令和３年（２０２１年）３月に策定しました。 

・生活水準の向上や社会環境の変化により、女性の社会進出の機会が増大していますが、依然とし

て性別による格差がみられます。また、ハラスメントやドメスティック・バイオレンス＊（ＤＶ）などの問題に

ついては、今後の対応が課題となっています。 

・男女が互いに理解を深め、尊重し合い、あらゆる分野において共に参画することを目指し、啓発活動

などを通じて男女平等意識の向上を図ることが求められています。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①市の審議会などの女性登用数の割合 
[地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会などの女性の登用割合] 

２６．９％ 3１．０％ 

②女性（３０～３９歳）の就業率 
[女性人口のうち就業者の割合] 

６７．５％ ７３．０％ 
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 施策の内容  

 

１ 推進活動の充実と市民活動の支援 
 「幸手市男女共同参画プラン」に基づく取組を推進するとともに、計画期間に合わせて適時見直しを

行います。 

 職場、学校、地域、家庭などにおける男女共同参画を推進するために、情報紙「モア」の発行による周

知活動を継続します。 

 

２ 男女共同参画社会形成への意識づくり 
 パートナーシップ宣誓制度＊を通じて、性的マイノリティの理解を促進し、性の多様性に関する啓発を

行います。 

 固定的性別役割分担意識にとらわれない多様な生き方を認め合える社会にするために、引き続き

「女
ひ と

と男
ひ と

の共生セミナー」などの啓発活動を実施します。 

 

３ 男女が共に社会参加できる環境づくり 
 関係機関との連携によって、意欲ある女性が能力を十分発揮できる環境の整備や雇用の安定に努

めます。 

 男女共同参画の推進に向けて、引き続き意欲の向上を図ります。 

 

４ ハラスメント・ＤＶ対策 
 ハラスメントやドメスティック･バイオレンス（ＤＶ）、ストーカーなどによる被害者のためのサポート体制

の充実を図るとともに、心のケアや自立支援を促進します。 

 女性に対する暴力をなくす運動を実施し、啓発活動を行います。 

 
≪関連する計画≫ 

 幸手市男女共同参画プラン 

 幸手市役所女性職員活躍推進計画 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・職場、学校、地域、家庭などの男女共同参画に努めます。 

・家族がお互いに協力し、家事、子育て、介護などを行います。 

・困ったときに行政サポート体制を利用し、地域を介した問題解決に努めます。 

行 政 

・市民と連携し、男女平等の意識づくりや教育の推進、男女の人権を尊重する意識啓発を行

います。 

・相談窓口に心のケアに対応できる職員を配置するなど、相談しやすい体制を整えます。 
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 第７節 平和・国際交流の推進 

 

 

 ［施策の目的］ 

・市民の間に、世界の恒久平和を願う意識を広げること。 

・市民の国際理解を深めること。 

・交流を通して、市内に住む外国人住民が暮らしやすいと感じられるようにすること。 

 

 

 現況と課題  
 

・中学生を対象に「平和の作文」を実施し、広島市平和記念式典に参加しています。その体験を他の

生徒に還元することで、平和社会の実現に向けた意識の醸成と啓発を行っています。 

・市内の外国人住民は、やや増加傾向となっています。ベトナム、フィリピン、中国をはじめ、さまざまな

国籍を持つ人が居住し、外国人住民を含めただれもが暮らしやすいと感じるまちづくりが求められて

います。 

・多文化共生の取組を推進するために、国際交流協会が実施している語学教室や交流事業などの

活動に対し支援を行っていますが、語学教室の受講希望者が多いため、スタッフの人材確保などが

課題となっています。また、市民一人ひとりの相互理解のために、国籍を超えた交流を深める機会を

引き続き増やすことが必要です。 

・外国人への情報提供や外国語による案内表示の充実を図ることが必要です。 

 

 成果指標  
 

指標名［指標の説明］ 
実績値 

（令和４年度） 
目標値 

（令和１０年度） 

①ワンナイトステイ＊受け入れ家庭の登録件数 
[埼玉県ワンナイトステイ事業における市の受入家庭登録件数] 

４件 ６件 

②国際交流協会の加入会員数 
[市民を主体とした国際交流を推進する目的に賛同した加入会員数] 

１０２人 １３０人 
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 施策の内容  

 

１ 平和事業の推進 
 平和の尊さを啓発する事業を推進し、市民の平和に対する意識を高める取組を継続します。 

 

２ 国際交流・国際理解の推進 
 国際交流協会が実施している語学教室や交流事業の支援を通じて、さまざまな国籍の住民が交流

する機会の充実に努めます。 

 ワンナイトステイ事業のＰＲを行い、外国人日本語教師などとの交流を推進します。 

 

３ 多文化共生の地域づくりの推進 
 外国人住民が生活する上で必要な情報の提供に努めます。 

 国際交流協会が実施している日本語教室の支援を通じて、日本語学習機会の提供を行います。 

 多文化共生キーパーソン＊と連携し、外国人住民のサポートを行います。 

 

 

 協働の役割  
 

市民・ 

事業者 

・平和に関する意識を深め、その実現に努めます。 

・市民がそれぞれの言語能力をいかし、外国人住民に対して直接情報提供をします。 

・市民まつりや国際交流協会が実施するイベントなどにおいて、外国人住民と積極的に交流

することで、多文化に対する理解を深めます。 

行 政 
・平和社会実現に向けた意識の啓発を行います。 

・国際交流の活動団体に対して交流機会と場所、情報の提供を行います。 

 

 
■交流事業 

 


